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I . 総括研究報告
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研究要旨 

目的：診療ガイドライン作成過程において医療経済に関する情報の活用状況と課題について明ら

かにするため、診療ガイドライン作成者にアンケート調査を行うとともに、諸外国および日本の

診療ガイドラインのレビューを行い、医療経済評価（費用対効果分析、費用分析、財政影響分析

等）の活用状況に関する情報を収集した。 

方法：過去 10年以内に我が国で作成あるいは改定された診療ガイドラインについて、作成にかか

わった学会・団体あるいは作成代表者に対してアンケート調査を実施した。また、国内外におけ

る本態性高血圧症、糖尿病、喘息の診療ガイドラインを収集し、費用や医療経済評価に関する記

述と、費用に言及した「推奨」等の診療ガイドラインへの反映について確認を行った。 

結果：アンケート調査では、「医療財源への影響」や「患者の医療費自己負担」についてガイドラ

イン作成の際にそれぞれ約1/3の回答者が考慮していることが明らかとなった。但し、経済的なエ

ビデンスが不足しており考慮できなかったとの回答も多かった。診療ガイドラインのレビューで

は、費用や医療経済評価が診療ガイドラインに反映されていたのは本態性高血圧の診療ガイドラ

イン11件中で3件、糖尿病の診療ガイドラインは16件中8件、喘息の診療ガイドライン6件中で1件

であった。 

考察：今後、日本で診療ガイドライン作成の際に医療経済や費用対効果を考慮する場合の対応と

して、医療者に対する医療経済の必要性に関する啓発や医療経済の分析に関する知識や技術の習

得、ガイドライン作成過程における医療経済学者の参画に加え、一般国民に対する啓発、医療経

済に関する情報収集とエビデンス創出の必要性等が必要と考えられた。診療ガイドラインのレビ

ューでは糖尿病の薬剤選択において安価な薬剤を選択することについての記述が多かった。 

 

研究分担者 

白岩健（国立保健医療科学院 主任研究官） 

研究協力者 

小林美亜（静岡大学創造科学技術大学院 特

任教授） 

A. 研究目的 

 

近年の医療技術進歩に伴い、高額の医薬品

や医療機器や相次いで開発・導入されてお

り、医療費に与える影響が大きな社会問題と

認識されてきている、一方、診療ガイドライ

ンにおいては、これまで多くの場合、医療技
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術の有効性・安全性に基づいた評価を元に作

成されてきており、医療経済性に基づいた医

療技術の評価や、診療ガイドラインが導入さ

れた場合の医療費への影響については、十分

に検討されてきていない可能性がある。 

そこで今回はわが国の診療ガイドライン作

成過程において医療経済に関する情報の活用

状況と課題について明らかにするため、診療

ガイドライン作成者にアンケート調査を行う

こととした。今回は諸外国および日本の診療

ガイドラインをレビューし、医療経済評価

（費用対効果分析、費用分析、財政影響分析

等）の活用状況に関する情報を収集し、今後

の医療経済評価の診療ガイドラインへの反映

について検討するための基礎資料を得ること

を目的とした。 

B. 研究方法 

  

（１）国内の診療ガイドラインに関するアンケ

ート調査 

日本医療機能評価機構 Minds のホームページ

に掲載されている診療ガイドラインのうち、過

去 10年以内に作成あるいは改定されたものに

ついて、作成にかかわった学会・団体あるいは

作成代表者に対して、郵送にてアンケート調査

を実施した。一つの診療ガイドラインに複数の

学会・団体が関わっている場合には、複数の学

会・団体に調査を依頼した。 

（２）国内外における診療ガイドラインのレビ

ュー 

本態性高血圧症、糖尿病、喘息の診療ガイド

ラインを、MEDLINE、医中誌 web、Mindsの診療

ガイドラインデータベースにより収集した。収

集されたガイドラインにおいて、収集されたガ

イドラインにおいて、費用や医療経済評価に関

する記述と、費用に言及した「推奨」等の診療

ガイドラインへの反映について確認を行った。 

 

C. 研究結果 
 

（１）国内の診療ガイドラインに関するアン

ケート調査 

2020年 3月 31日までに 209件の回答が得ら

れた。なお、一つの診療ガイドラインに対し

て複数の学会・団体・作成者から回答があっ

たものも含まれている。 

 ガイドライン作成の際に、国・自治体や健

康保険組合の「医療財源への影響」について

考慮したかどうかについては、「非常にそう

思う」と「まあそう思う」をあわせると全回

答の 31.6％であった。 

 ガイドライン作成の際に、「患者の医療費

自己負担」について考慮したかどうかについ

ては、「非常にそう思う」と「まあそう思

う」をあわせると全回答の 32.5％であった。 

ガイドライン作成の際に、「費用対効果」に

ついて考慮したかどうかについては、「非常

にそう思う」と「まあそう思う」をあわせる

と全回答の 37.8％であった。 

ガイドライン作成の際に、「QALY」や

「ICER」について考慮したかどうかについて

は、「非常にそう思う」と「まあそう思う」

をあわせると全回答の 14.4％に過ぎなかっ

た。 

費用対効果に基づいて患者の属性ごとに治

療を決定すべきかについては、「非常にそう

思う」と「まあそう思う」をあわせると全回

答の 53.1％と過半数を占めていた。 
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費用対効果が悪い患者集団に対して、診療

ガイドラインで非推奨としたり投与対象を制

限することが必要か（については、「非常に

そう思う」と「まあそう思う」をあわせると

全回答の 45.0％であった。 

今後、日本で診療ガイドライン作成の際に

医療経済や費用対効果を考慮する場合に必要

な対応として、ガイドライン作成に関わる医

療者に対する医療経済の必要性に関する啓

発、ガイドライン作成に関わる医療者の医療

経済の分析に関する知識や技術の習得、ガイ

ドライン作成過程における医療経済学者の参

画、「診療ガイドライン作成マニュアル」に

おける医療経済の手法や活用法に関する説明

の充実、一般国民に対する啓発、医療経済に

関する情報収集とエビデンス創出の必要性、

などが多く指摘されていた。 

 

（２）国内外における診療ガイドラインのレ

ビュー 

本態性高血圧の診療ガイドラインは 11件、

糖尿病の診療ガイドラインは 16件、喘息の

診療ガイドラインは 6件収集された。これら

の中で、医療経済に関する単なる解説のみで

はなく、費用に言及した「推奨」等、費用や

医療経済評価が診療ガイドラインに反映され

ていたのは本態性高血圧の診療ガイドライン

では 3件、糖尿病の診療ガイドラインでは 8

件、喘息の診療ガイドラインでは 1件であっ

た。 

糖尿病の診療ガイドラインにおいて治療費

用への言及が多く、特に薬剤選択において安

価な薬剤を選択することについての記述が大

部分であった。 

 

D. 考察 

 

 ガイドライン作成の際に、高額薬剤の使用

や保険収載されていない医療技術の使用につ

いての考慮や、保険適応の有無についての考

慮がなされていることが多かった。また、推

奨グレード決定のための項目の１つに、『費

用は正味の利益に見合うものか』を入れてい

たり、ICERをクリニカルクエスチョンに含め

ているとの回答もあった。一方、一方で、考

慮がなされていない場合には、小児疾患や稀

少疾患であることを理由に対象外としている

との回答も多かった。費用対効果に基づいて

患者の属性ごとに治療を決定したり投与制限

をすることについても、現在の医療を取り巻

く社会的経済的状況を鑑みると重要な観点と

考えられる、財源は限られているので配分を

考えることは必要などの肯定的な意見が多く

みられた。一方、経済的なエビデンスが乏し

いことの指摘や、今の日本には相容れないと

の慎重な意見もあった。 

 診療ガイドラインにレビューにおいては、 

予防や治療の費用に関してはそれぞれの国の

医療制度により誰がどのように負担するかが

異なるが、同じ効果であれば安価なものを選

択することや、長期的な費用対効果を勘案し

た上で治療選択をすることについてはどのよ

うな制度の下でも概ね合意が得られるものと

考えられる。なお、海外の診療ガイドライン

おいて経済的側面が考慮されていない理由と

して、国によって医療保険制度や償還の範囲

が異なっており、また、一つの国の中でも
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様々な保険制度が存在することもあり、経済

的な側面について一律の見解を示せないこと

が考えられた。 

今後、他の疾患の診療ガイドラインの調査も

行い、診療ガイドライン策定における経済性

の取り扱いについてさらに検討を続ける必要

があると考えられる。 

 

E. 結論 

 

日本医療機能評価機構 Mindsのホームペー

ジに掲載されている診療ガイドラインのう

ち、過去 10年以内に作成あるいは改定され

たものについて、作成にかかわった学会・団

体あるいは作成代表者に対してアンケート調

査を実施した。その結果、「医療財源への影

響」や「患者の医療費自己負担」についてガ

イドライン作成の際にそれぞれ約 1/3が考慮

していることが明らかとなった。 

今後、日本で診療ガイドライン作成の際に

医療経済や費用対効果を考慮する場合の対応

として、医療者に対する医療経済の必要性に

関する啓発や医療経済の分析に関する知識や

技術の習得、ガイドライン作成過程における

医療経済学者の参画等が必要と考えられた。 

国内外の診療ガイドラインのレビューにお

いては、糖尿病の薬剤選択において安価な薬

剤を選択することについての記述が多かっ

た。今後、他の疾患の診療ガイドラインの調

査も行い、診療ガイドライン策定における経

済性の取り扱いについて検討を続ける必要が

あると考えられる。 

F. 健康危険情報 

 

なし 

G. 研究発表 

 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 

なし 

  


